
   上越市地域協議会委員の選任に関する条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、市長が地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０２条の５第２項

の規定に基づき選任する地域協議会の構成員（以下「委員」という。）の選任の手続等を

明らかにすることにより、委員の選任をより一層、公明で、かつ、地域自治区の区域内に

住所を有する者の多様な意見が適切に反映されるものとすることを目的とする。 

 （委員資格者） 

第２条 市長が委員に選任することができる者（以下「委員資格者」という。）は、次の各

号に掲げる要件のいずれにも該当する者とする。 

 ⑴ 委員を選任しようとする地域協議会が置かれている地域自治区の区域内に住所を有す

る者であること。 

 ⑵ 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）に基づき本市の議会の議員の候補者となる

ことができる者（次条の規定による公募を開始した日から委員が選任される日までの間

に同法第３条に規定する公職（以下「公職」という。）の候補者となった者を除く。）

であること。 

 （委員の選任の方法） 

第３条 市長は、委員を選任しようとするときは、委員資格者のうちから委員に選任されよ

うとする者を公募し、当該公募に応じた者（以下「委員候補者」という。）について投票

を行い、当該投票の結果を尊重し、委員を選任しなければならない。 

 （委員の選任の方法の特例） 

第４条 市長は、前条の規定にかかわらず、委員候補者の数が地域自治区の設置に関する協

議書（平成１６年１２月１７日議決）第６条第２項に規定する委員の定数（以下「定数」

という。）を超えないときは、前条の規定による委員候補者についての投票（以下「選任

投票」という。）を行わず、委員候補者のうちから委員を選任することができる。 

２ 市長は、前項の規定により委員を選任しても、なお委員が定数に達しない場合は、委員

が定数に達するまで委員資格者のうちから委員を選任することができる。 

３ 市長は、前条の規定にかかわらず、委員に欠員が生じた場合は、委員が定数に達するま

で委員資格者のうちから補欠委員を選任することができる。 

 （公募の開始の期日等） 

第５条 第３条の規定による公募（以下「公募」という。）の開始の期日は、次のとおりと

する。 

 ⑴ 委員の任期満了による公募 任期が終わる日の前５０日以内の日 



 ⑵ 地域協議会の設置による公募 設置の日から３０日以内の日 

２ 公募の期間は、少なくとも１０日間とする。 

３ 公募の開始の期日及び期間は、公募開始の日前に告示しなければならない。 

 （選任投票の執行） 

第６条 選任投票は、市長が執行する。 

２ 市長は、地方自治法第１８０条の２の規定に基づき、協議により、選任投票の管理及び

執行に関する事務を選挙管理委員会に委任するものとする。 

 （選任投票の期日） 

第７条 選任投票の期日は、次のとおりとする。 

 ⑴ 委員の任期満了による選任投票 任期が終わる日の前３０日以内の日 

 ⑵ 地域協議会の設置による選任投票 設置の日から５０日以内の日 

２ 選任投票の期日は、少なくとも７日前に告示しなければならない。 

 （投票資格者） 

第８条 選任投票において投票を行うことができる者（以下「投票資格者」という。）は、

委員を選任しようとする地域協議会が置かれている地域自治区の区域内に住所を有する者

で、かつ、選任投票を公職選挙法に基づく本市の議会の議員の選挙とみなした場合におい

て、その選挙権を有する者とする。 

 （投票資格者名簿） 

第９条 選挙管理委員会は、投票資格者について、公職選挙法に基づく選挙人名簿に準じて、

投票資格者名簿を調製しなければならない。 

 （公報の発行） 

第１０条 選挙管理委員会は、選任投票を行うに当たっては、委員候補者の氏名、年齢、経

歴、応募動機等を記載した公報を発行しなければならない。 

 （投票運動） 

第１１条 選任投票に関する運動（以下「投票運動」という。）は、投票資格者の自由な意

思を確保するため、公明かつ適正に行わなければならない。 

２ 投票運動については、公職選挙法第１３章（第１４１条第８項、第１４２条第５項、第

１４３条第４項及び第１５項、第１４４条の２から第１４４条の５まで、第１４７条後段、

第１６１条第３項及び第４項、第１７２条の２、第１７５条（党派別の掲示に関する部分

に限る。）並びに第１７７条を除く。）の規定中地方公共団体の議会の議員の選挙に関す

る規定（本市の議会の議員の選挙に適用されるものに限る。）を準用する。 

３ 市長は、第３条の規定にかかわらず、前２項の規定に反する投票運動を委員候補者が自



ら行ったと認められる場合又は委員候補者がその支援者に行わせたと認められる場合は、

当該委員候補者を委員に選任しないことができる。 

 （投票及び開票） 

第１２条 選任投票の投票及び開票については、公職選挙法に基づく本市の議会の議員の選

挙の例により行うものとする。 

 （投票結果及び委員選任の告示） 

第１３条 市長は、選任投票の結果が確定したときはその結果を、委員を選任したときはそ

の住所及び氏名をそれぞれ速やかに告示しなければならない。 

 （委員の解任） 

第１４条 市長は、委員がその在任中に次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、当

該委員を解任しなければならない。 

 ⑴ 公職の候補者となったとき。 

 ⑵ 委員資格者でなくなったとき。 

 （委任） 

第１５条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、平成１７年１月１日から施行する。 


